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研究成果の概要（和文）：学校から仕事への移行をめぐる新たな状況の中で、中等教育段階での職業教育の在り方につ
いて議論が国際的に広がっている。本研究においては、各国の改革動向を概観し、その傾向を以下の3点にまとめた。
　①英語圏諸国及び東アジアでは、職業教育は中等後の教育機関に力点が移されつつある。②欧州大陸国では、中等段
階での職業教育を維持しつつ、中等後教育での職業教育も模索している。③いずれの国でも、中等教育段階でのdrop o
ut する者に対して、基礎教育と職業教育を組み合わせて底上げを図っている。

研究成果の概要（英文）：Many advanced countries are in the process of the reform of vocational education
in secondary education.In this research we divide these reforms into three groups.First in English 
speaking countries and east asian countries,vocational education tend to be moved from secondary 
education into post secondary and higher education.Second,in continental european countries,vocational 
education in secondary education is maintained and at the same time some parts are being moved into post 
secondary and higher education.Third,in all advanced countries vocational education is used for 
stimulating the low achiever in secondary education.
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１．研究開始当初の背景 
 今世紀に入り、先進諸国の職業教育は大き
な改革の渦中にある。近年の職業教育に関す
る議論は、知識基盤社会での労働の高度化に
対応すべく、高等教育の重視に傾斜しがちで
ある。しかし、職業社会学の知見では、先進
諸国では今後、semi-profession、skilled work
という中間的労働力の需要は、引き続き維持
されるとされる。従来、（後期）中等教育段
階での職業教育が、この労働力を養成してき
たが、この状況は今大きく変化しようとして
いる。 
 その改革は、主として 3つの方向性を持つ。
第 1に、職業教育に占める系統的・理論的学
習の比重の増大である。第 2に同時に、労働
現場での実務・実習訓練の強化である。第 3
に、職業教育の高度化に対応した、職業教育
のポストセカンダリー教育機関や継続教育
機関との接続の強化である。 
 これらの各国の改革については、個別に研
究・紹介されてきたが、上記 3つの傾向を総
合的に説明しきれていない。とりわけ理論的
に本質的な課題は、一見すると矛盾するよう
な、第 1の理論的学習の重視と、第 2の実務・
実習の増加をどう説明するのかである。この
解明が同時に、第 3の上級教育機関との接続
問題にもつながると考えた。 
 本研究は、これら 3 つの改革方向を総合
的・整合的に説明する試みであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、「１」で述べた先進各国
における中等教育段階での職業教育の改革
の 3つの方向性をふまえ、第 1に、先進諸国
における中等職業教育の最新の改革動向を、
企業等の労働の現場及び、ポストセカンダリ
ー教育、継続教育等との関係に焦点をあてて、
制度・組織面からその実態と問題点を明らか
にすることである。第 2に、同時にそのこと
によって生じる中等教育での職業教育の内
容（カリキュラム、教育方法）の変化を明ら
かにすることである。第 3に、この作業を通
して、近年わが国で急務となっている、高校
及び専門学校などの中等教育及びポストセ
カンダリー教育での職業教育の活性化と実
効化の向上に資する知見を提供することで
ある。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は、①研究会、②国内訪問・聞
き取り調査、③海外調査に大別される。全体
研究会では、問題意識と各チームの調査結果
の共有及び、討議による課題の鮮明化を行っ
た。国内調査は、専門高校、専門学校、企業・
事業所への訪問調査を行った。海外調査は、
英米独仏伊豪中ノルウェーの8か国を対象に、
大学、中等職業教育機関、継続教育機関、ポ
ストセカンダリー教育機関、企業の訪問調査
を行った。研究分担者を、アメリカ・オース
トラリアチーム、イギリスチーム、ドイツチ

ーム、フランス・イタリアチーム、日本チー
ムに分け、訪問調査の準備および調査を行っ
た。 
 
４．研究成果 
（1）研究会は都合 12 回行い、40 本の報告が
行われ、国内外の中等教育段階での職業教育
に関する情報交換と今後の方向性について
の討議に充てられた。 
（2）4年間を通じ、国内訪問調査は以下の機
関で行った。高校は、大阪府の工業高校のイ
ンターンシップ、京都市立工業高校のデュア
ルシステム、熊本県の農業高校、大阪府、京
都府、和歌山県の高校福祉科を訪問し調査を
行った。専門学校については、大阪府内の医
療、福祉、栄養関係を、横浜市の高校専攻科
及び都内の美容・理容関係の専門学校を訪問
調査した。 
 高校での職業教育の問題点は、専門学科に
よって異なるが、全体として実習の比重を高
める傾向にある中、企業や事業所との連携や、
カリキュラムの組み立てに苦慮しているこ
とが浮かび上がった。 
 専門学校も、実習の比重を高めているが、
生徒の生活指導を含め、学習意欲の維持と向
上に多くのエネルギーを割いている現状が
窺えた。 
（3）海外調査は、8か国を対象に行った。ノ
ルウェー調査では、従来中等教育段階で行わ
れていた職業教育が、高等教育レベルにまで
継続的に引き上げられている状況が確認で
きた。とりわけ、看護、幼児教育、IT、エン
ジニア、社会福祉関連の職種は、ほぼ高等教
育機関で養成されている。その背景に、高等
教育機関の大きな改革があることが理解で
きた。イタリア調査では、これまでわが国に
ほとんど紹介されてこなかった、職業教育の
現状と問題点を明らかにできた。調査では、
ミラノ市の工業、商業、サービス系の中等教
育機関を訪問し聞き取りを行った。工業系の
教育が縮小しているのに対し、観光業などの
サービス系の職業教育が好調であることが
分かった。また、従来の学校中心の職業教育
の問題点も意識され始め、企業等での実地訓
練の重要性が認識され始めている。ドイツ調
査では、わが国で初めてのデュアル大学の本
格的な調査を行った。ここでは、企業と大学
が密接な連携を保ちつつ、Bachelorと熟練職
業資格を両方取得する制度的、人的、カリキ
ュラム的な仕組みを詳しく調査した。応用的
なエンジニアリング、医療関連、福祉関連職
種の養成課程を、学生、教員、企業関係者の
インタビューに基づき知ることができた。複
数にわたるアメリカ調査では、ハイスクール
での職業教育関連のカリキュラム改革と、コ
ミュニティ・カレッジの接続の問題を中心に、
ハイスクール訪問、研究者へのインタビュー
などを通して調査した。オーストラリア調査
では、TAFEを中心とする、ポストセカンダ
リーレベルの職業教育の普及とその行政的
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背景を調査した。フランス調査では、従来学
校型の職業教育の典型とされてきた、フラン
スの職業教育が、より実習の比重を高める改
革を行っている実情を、ストラスブールの学
校を例に調査した。イギリス調査では、職業
教育に関する公的な関与が乏しく、市場原理
にゆだねられてきた状況が、ブレア政権以降
徐々に変化しつつあり、18歳までの若者に対
する職業教育を重視しつつある現状が把握
できた。具体的には、ロンドン及びグラスゴ
ーの継続教育機関を訪問し、建設関連職種、
美容、エンターテインメント関連職種などの
コースを視察した。中国調査では、上海、北
京の中等職業教育関係の学校を訪問調査し
た。一般に大学進学が好まれる風潮の中で、
これまで軽視されがちであった職業教育を
高度化し、高等教育との関連で改革しようと
する動向が確認できた。 
（4）これらの国内外での訪問調査及びメン
バーの分研究に基づく報告・討議を通じて、
中等教育段階における職業教育改革の国際
的動向として、以下の 3点が確認された。す
なわち、①英語圏諸国（英米豪）及びわが国
を含む東アジア諸国では、大きな流れとして、
中等教育段階での職業教育は限定し、ポスト
セカンダリーないし高等教育でのそれに力
点を移しつつある。わが国でも最近盛んに議
論され始めた「実践的な職業教育を行う新た
な高等教育機関」はこの流れの中に位置する。
②独仏伊など、ヨーロッパ大陸諸国では、中
等教育段階での職業教育を維持しつつ、同時
にポストセカンダリーないし高等教育への
移行も模索しつつあるといえる。これは同時
に、高等教育の多様化と直結している。ノル
ウェーなどのように高等教育への移行が進
んだ国もあるが、その度合いは各国によって
まちまちである。 
③いずれの国も、中等教育段階でのドロップ
アウトが深刻な問題となっている。彼らに対
しては、アカデミックな教育よりも職業教育
が、有効な学習意欲維持の手段となりうる。
各国は、この観点から職業教育を、基礎教育
の補充と組み合わせて実施する方策を取っ
ている。 
 以上が、本研究を通じて得られた成果であ
る。 
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